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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業間の取引関係を通じて、技術知識がサプライヤーや顧客にどう伝わ
るか、そして、企業間取引関係を変化させる出来事や規制による影響を分析し、以下のような研究成果を得た。
1）輸出開始や海外での生産活動の拡大は、自国でのイノベーションを高める可能性がある、2）米国政府による
対中国輸出規制強化は、日本から中国への輸出にも負の影響を与えた可能性がある、3）企業間取引関係に対す
るショックに直面した際、サプライヤーの組み替えが起きる可能性が高い、4）日本ではデジタル関連産業の市
場集中度が比較的低いことが生産性の停滞と関連している可能性がある。

研究成果の概要（英文）：This study analyzes technology spillovers through inter-firm relationships 
and examines the impact of significant events and regulations on these relationships. Key findings 
include: 1) Exporting and overseas production expansion can enhance domestic innovation, 2) The 
tightening of U.S. export controls on China may have negatively affected Japan’s exports to China, 
and 3) Firms are more likely to switch suppliers when they face shocks to their trading 
relationships.
The reseach constructed a dataset combining information on Japanese firms’ products, trading 
partners, patent applications, and overseas activities, demonstrating that market expansion abroad 
and production increases in R&D-active countries can promote domestic innovation. It also 
highlighted that export controls due to economic security concerns could negatively impact a 
country’s exports, potentially stalling innovation. The study suggests that ensuring regulatory 
transparency is crucial.

研究分野： 社会科学・経済学・応用経済学・国際経済学

キーワード： グローバル・バリューチェーン　特許データ　技術水準　企業データ　知識フロー・ネットワーク　輸
出管理　サプライチェーン　日本企業

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、主に日本企業について、生産品目、取引先、特許出願状況に加えて、海外での事業活動の情報も接
続したデータセットを構築し、海外への市場拡大や、研究開発活動の活発な国での生産拡大が、国内のイノベー
ションを促進する可能性を示した。一方、近年、経済安全保障が重視され、各国で輸出管理が強化されている
が、他国の規制強化が自国の輸出に負の影響をもたらす可能性があるという分析結果も得た。自国の輸出減少は
自国のイノベーションの停滞に繋がり得るため、規制の透明性確保や他国政府との緊密な情報交換など、政府の
役割の重要性を示唆する結果であった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、本研究を開始する以前から、企業が輸出入を開始したり海外に展開したりする

ことが、国内の生産性や事業構造にどのような影響を与えたかを、企業データ等を利用して分析
してきた。こうした自身の分析結果や、国内外の研究者による多くの分析結果に基づくと、企業
活動の国際化は企業の生産効率を高める効果がありそうだといえる。 
 しかし、なぜ国際化が生産効率を高めるのか、そのメカニズムについてまだ十分に解明された
とは言えなかった。また、企業パフォーマンスの指標として、生産効率ではなく、新しい技術知
識の創造に注目した場合、輸出入や海外生産の拡大が国内の技術開発を促したのか、という新た
な疑問が生じてきた。 
 一方、多くの日本企業は、生産や売上規模でみれば、海外事業の比重を高めてきた。しかし、
日本企業による特許出願をみると、海外の研究者や機関・企業との共同発明や共同出願の割合は
依然として低く、研究開発面では国内志向が強い。一方、デジタル技術の進歩が加速する中、技
術やイノベーション活動をオープン化し、企業間の相互依存関係を構築することが、グローバ
ル・サプライチェーンにおいて主導企業となるために重要となっている。 
 さらに、本研究を構想した 2018 年度以降、米国と中国との貿易摩擦が激化し、互いに追加関
税措置を発動するだけでなく、両国政府は輸出管理の強化も進めるようになった。米国政府にお
いては、中国企業を懸念顧客リスト（エンティティ・リスト）に追加するなど、米国以外の国か
らの中国への輸出にも影響を与える可能性がある規制が強化されてきた。 
こうした問題意識や世界経済環境の変化を受けて、本研究では、貿易や生産活動から捉えた国際
的な生産ネットワークと、特許の引用関係から捉えた知識フロー・ネットワークへの関わりが、
日本企業のイノベーションを促進するのかを分析するため、研究を開始した。 
 
２．研究の目的 
本研究は、国際的な生産・販売・調達など「財」のネットワークだけでなく、「知識」が国際

間・産業間でどのように交換・共有されているかを明らかにし、財のネットワークや知識フロー
のネットワークにおける相対的な位置と企業の技術力との関係を分析することを目的とする。 
 より具体的には、貿易や海外展開によって、これらのネットワークにおける相対的な位置が変
化することにより、日本企業の技術開発力や知識創造力がどのような影響を受けるかを明らか
にする。また、規制によって貿易、特に輸出が顕著に減少しているのかどうかを分析し、輸出減
がイノベーションを阻害する可能性についても検討する。そして、サプライチェーンを構成する
企業の一部が予期せぬショックを受けた場合、企業間の取引関係の組み替えが起きるのかどう
か、またショックが直接または間接的にサプライチェーン参加企業のイノベーション活動に影
響を与えるのか、特にどのような企業が大きな影響を受けるのかを、実証的に分析する。 
 
３．研究の方法 
上記の目的のため、本研究では、主に以下のデータを用いて、ネットワーク内における相対的

な位置や、技術力、企業間取引関係、企業業績や事業構造を分析するデータセットを作成し、統
計分析によって検証した。 
 まず、各国・各産業の投入産出関係を記録した統計である、経済協力開発機構（OECD）の国際
産業連関表を利用して、財・サービスの貿易ネットワークにおける各国・各産業の相対的位置を
表す指標を計測する。一方、各国・各産業間の知識フロー・ネットワークにおける相対的位置を
計測するため、世界の特許データを収録した PATSTAT データベースを利用した。日本の特許庁に
出願された特許については、知的財産研究所が提供する IIP データベースも活用した。 
 各企業の技術力を測る指標として、PATSTAT や IIP データベースの被引用数や特許出願数・登
録数などを用い、また OECD Patent Database に収録されている特許の質指数なども用いた。各
日本企業の国内での事業活動規模や生産品目、売上、雇用、生産性、研究開発活動などを情報は、
経済産業省の「企業活動基本調査」と「工業統計調査」の調査票情報を利用した。日本企業の海
外現地法人の生産活動、研究開発活動の立地や規模については、経済産業省の「海外事業活動基
本調査」の調査票情報を利用した。日本以外の国の企業情報は、ビューロ・ヴァン・ダイク社が
提供する Orbis IP データベースを活用した。 
 さらに、日本国内の企業間取引関係は、東京商工リサーチが提供する企業相関データから入手
した。 
 これらのデータを企業レベルで接続して分析用データセットを作成し、統計分析を行った。 
 
４．研究成果 
（1）輸出開始と生産品目構成の変化 
輸出開始が、各企業の生産品目構成を変化させるか（新規品目の生産開始や既存品目の生産停

止、生産継続品目のシェアの変化など）、また、より高度な品目へのシフトをもたらすかを、日
本の製造業の工場データ（経済産業省「工業統計調査」の調査票情報を利用して分析した。さら



に、韓国の研究者の協力を得て、韓国の工場データでも同様な分析を行った。両国で、輸出の開
始は、生産品目の組み替えを促し、新規に追加される品目は、生産停止される品目よりも高度な
品目であることが確認された。国内外の先行研究において、輸出開始は生産性を高める可能性が
あると指摘され、これを輸出による学習効果と呼んできた。本研究の結果は、輸出による学習効
果のチャネルの一つとして、生産品目構成の高度化があり、その結果、工場や企業の生産性が高
まる可能性を示唆する。 
 
（2）生産や研究開発拠点の立地と国内における技術開発 
世界の特許データを収録した PATSTAT データベースを利用して、各国の特許出願データを整

理し、さらに特許の引用情報に基づいて各国・各産業間の知識フロー・ネットワークの中心性指
標を作成した。一方、財・サービスの貿易ネットワークにおける相対的位置を表す指標として、
経済協力開発機構（OECD）の国際産業連関表を利用して Bonacich-Katz タイプの固有値中心性
（eigen vector centrality）を計測した。また、経済産業省「企業活動基本調査」と「海外事
業活動基本調査」の調査票情報を利用し、日本企業の海外現地法人の生産活動、研究開発活動の
立地や規模についても実態を整理した。これらのデータを用いて分析した結果、知識フロー・ネ
ットワークの中心に位置する国・産業において研究開発活動を活発に行う企業ほど、質の高い特
許を出願する傾向があることを統計分析によって確認した。さらに、財・サービスの貿易におい
て、より中心的なサプライヤーないし顧客となることは、質の高い特許を出願したり、技術分野
の多様性を広げたりする傾向を見出した。 
 
（3）経済安全保障に関連した輸出管理強化の貿易への影響 
近年、アメリカと中国の対立が深まる中、軍事転用可能な技術を利用した製品の輸出管理が各

国で厳格化されつつある現状を踏まえ、輸出管理強化が貿易に与える影響を分析した。日本政府
による輸出管理強化が日本から世界各国への輸出に負の影響を与えるという結果は今のところ
見いだせなかったが、米国政府による直接外国製品規制強化は、米国由来の技術を使用した製品
の日本から中国へ輸出に負の影響を与える可能性を確認した。 
本研究は 2021 年までの貿易データを用いて検証したものであるが、その後も、半導体関連製

品を中心に米国や日本、欧州諸国は輸出管理をさらに強化している。経済安全保障の重要性は言
うまでもないものの、こうした規制が輸出を顕著に減少させることになると企業の技術開発に
も影響を及ぼす可能性が考えられる。貿易財に体化された技術に対する規制が、世界の技術知識
のフローや技術開発力に与える影響について、さらに詳細な分析が必要である。 
 
（4）企業活動の国際化と経済のサービス化 
 日本を含む先進諸国では、製造業の海外移転が進む一方、経済構造がサービス業へとシフトし
てきた。欧米の先行研究によると、製造業の企業内において、製造活動が相対的に縮小したり、
製造業からサービス業へと事業転換したりしていることが確認され、製造業の「サービス化」ま
たは「脱製造業化」などと指摘されてきた。 
 本研究では、日本企業について、経済産業省「企業活動基本調査」の調査票情報を主に利用し、
製造業企業のサービス化の実態や、日本のサービス産業の生産性や雇用のダイナミクスを分析
した。日本の製造業企業においては、雇用でみるとサービス部門にシフトする傾向がみられるも
のの、依然として売上のほとんどは製造業部門の貢献であり、製造活動が主な収益源であり続け
ていることを示唆する結果であった。これは、日本の製造業が依然として競争力を保っていると
解釈できる面もあるだろうが、サービス部門、特にデジタル関連の市場サービス部門の収益力が
低いという解釈もあり得る。 
一方、日本の非製造業企業においては、生産性の停滞が続いており、かつ、市場集中度も上昇

していないことを確認した。欧米では、デジタル関連産業で市場集中度が上昇し、新興企業の成
長やイノベーションが妨げられることを懸念する研究結果があるが、日本については、そのよう
な現象は確認できなかった。市場集中度が過度に上昇し、産業内のダイナミズムが妨げられるこ
とは望ましくないが、日本においては圧倒的な技術力や競争力をもつサービス企業が出現して
いないことを示唆するとも言える。 
 
（5）サプライチェーンへのショックと取引関係の変化、企業パフォーマンスへの影響 
 企業間関係に何らかのショックが起きた場合に、サプライチェーンがどのような影響を受け
るかは、自然災害の頻発や感染症の世界的流行、そして地政学リスクの高まりの中で関心を集め
ている問題である。本研究では、経営者の急死や急病による予期せぬ交代が、取引関係をどう変
化させるかを分析した。企業がサプライヤーや顧客を選択する際は、さまざまな要素を考慮する
だろうが、経営者同士の個人的な関係も長期安定的な取引関係の継続と無関係ではないだろう。
本研究では、経営者の予期せぬ交代によって、取引関係の組み替えが起こりやすいことを示し、
顧客企業の経営者の交代はその上流の企業の業績にも影響が及ぶ可能性も示した。さらに、この
ようなサプライチェーンへのショックが、各企業の技術力に与える影響へと分析を拡張してい
る。 
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